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　前回は日本型人事のブレイクス
ルーを語る前提として，日本型人
事の強さが「正社員のコミュニテ
ィと非正社員のフレキシブル活用
のイイトコドリ」にある一方で，
日本社会および国内企業の人員構
成の変化（高齢化）により，その
強さが構造的限界を迎えつつある
事情を指摘した。
　読者の皆様もご認識の通り，日
本型人事の構造的限界の主原因は
人員構成の変化であり，そのなか
でもとりわけ顕著な流れが高齢化
である。改正高年齢者雇用安定法
による60歳以降の継続雇用の促
進を受け，シニア層の活用に頭を
悩ませている人事担当者も多いの
ではないだろうか。
　こうした状況を踏まえ，今回は
日本型人事にとって影響が強い
「シニア層の活用」に焦点を当て
たいと思う。
　本稿では，一般に定年とされて
きた「60歳」を正社員コミュニ
ティの境界線として，60歳以上
をシニア層，シニア層に入る手前
の50代をシニア予備層と定義し，
日本におけるシニア層の現状につ
いて触れ，活用の課題を特定した

うえで対応策を示すこととした
い。

2人に1人がシニア層・ 
予備層の時代が来る

　総務省が実施している国勢調査
によると，日本の人口構成におい
て60歳以上の割合は約30％とな
っている（2010年）。高齢化の傾
向は今後も続き，2055年には約
50％まで60歳以上の割合は増え
る見込みとなっている（図表 1）。
つまり，国内人口の約 2人に 1人
が60歳以上となる時代がやって
くるのである。
　こうした傾向は各企業において
も同様である。特に，いわゆる「バ
ブル世代（1965 ～ 69年生まれ）」
が人員構成のなかで大きな割合を
占める企業では，その世代がシニ
ア層に入る2030年以降，労働者
の約 2人に 1人がシニア層・シニ
ア予備層になる可能性がある。こ
の場合，業務の効率化または業務
量に大きな変化がない限り，シニ

ア層を活用せざるをえない状況に
なると推測される。

現状のシニア活用 
3つのパターンと限界

　加速度的にシニア層が増えてい
くなかで，現状，企業がシニア層
をどのように活用しているのか整
理してみたい。現在のシニア活用
では主として，①専門性発揮型，
②現業継続型，③単純労働型，の
3パターンに分類できる（図表
2）。
　①専門性発揮型は先進事例等で
も紹介されることが多く，まさに
シニアの成功活用事例であり，余
人をもって代えがたい専門的な知
見を有する人材が活用の対象とな
る。具体的には，独自の販路を有
するような営業スペシャリストや
自身の卓越した専門技術・知見を
後進に伝える技術伝承者，大規模
組織における一部機能のマネジメ
ント代行を担うマネジメント補佐
等が当てはまる。しかし，こうし
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た人材は一般的に大変優秀である
ことから，企業組織のなかでも数
が非常に限られ，シニア層全体の
割合から見ると極めて少ない存在
となる。
　このため，シニア層の活用は，
②現業継続型，③単純労働型が中
心となると思われる。
　②現業継続型とは，①以外で定
年前または定年時に担当していた

業務を引き続き担当してもらう場
合である。実際に我々がサポート
させていただいている企業を見て
も，シニア層の活用となると現在
の業務を行ってもらう現業継続型
が最も多いように思われる。
　そして，業務の性質や人員構成
の関係で現在の業務を担当するこ
とが難しいという場合には，（本
来は非正規社員や派遣社員が受け

持つ）庶務業務等の単純な事務作
業を担当する③単純労働型にシフ
トさせているケースが多いといえ
る。
　しかし，こうした活用方法は，
シニア層が少ないときにしか対応
できない可能性が高い。特に，②
現業継続型では，シニア層が増加
した場合，新たに入社する新入社
員の業務がなくなる（もしくは無

図表1　高齢化による日本国内人口，企業内人員構成の推移

日本国内人口の推移 企業内人員構成の推移（代表的な例）

日本の労働力人口に占める50歳以上の割合
36.7% 42.9%

2005年現在約30％であった60歳以上の割合は、
2055年には約50％となり、日本国内人口の2人に
1人が60歳以上となる

バブル世代は2030年に60歳代を迎えることとなり、
日本の労働力人口は今後ますます高齢化へシフト
していく

出所： 2005年は総務省「国勢調査」、2010年以降は国立社会保障・人口問題研究所
 「日本の将来推計人口（平成18年12月推計）」の出生中位・死亡中位仮定
 による推計結果

出所： 労働政策研究・研修機構「労働力需要の推計」地域別労働力需給の推計結果を
 弊社加工

（年）

図表2　現在のシニア活用の3パターン

定年前または定年時に担当していた
業務で継続活用する現業継続型

（本来、非正規・派遣社員等が担う）
単純作業に従事させる単純労働型

余人を持って代えがたい
専門的な知見等を活用する専門性発揮型

活用の考え方 事例

少

多

極少

人数規模

営業スペシャリスト
技術伝承者
マネジメント補佐

独自の販路を有するなど卓越した営業実績を有する等
自身の専門的な知見を後進に伝承する等
大組織における一部機能のマネジメントを代行する等

※定年前または定年時に担当していた業務（の一部）
開発部門の1工程、研究部門の1領域など定年前に行っていた業務の一部を継続等
営業において担当クライアントを継続支援等

※（本来は非正規・派遣社員等が担う）単純作業
（部門予算策定・評価取り纏めなど）共通事務業務
社内郵送物の仕分け、事業所清掃などの庶務業務
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理矢理作り出す）という事態が生
じかねない。場合によっては，シ
ニア層を継続活用するために新入
社員の採用をストップせざるをえ
ないケースも発生する。そうなる
と，シニア層の継続活用が，企業
全体の新陳代謝を阻害する大きな
要因になってしまう。
　一方，③単純労働型は業務さえ
あればシニア層をあてがうことは
可能であるが，業務のレベルと人
材の質の間にミスマッチが発生し
やすく，ディモチベーションを引
き起こす恐れが高い（多くの“不
活性シニア”が発生してしまう）
という問題がある。
　このような背景から，割増退職
金により定年前に社外への転進を
促す仕組みを導入している企業も
多く存在している。場合によって
は，割増退職金として再雇用期間
に支払われることが見込まれる給

与相当額を定年時に一括で支払う
ことにより，再雇用を回避する事
例も少なからず見られる。

シニア活用の 
新たな3つのパターン

　では，高齢化が進む局面でのシ
ニア活用において，日本企業が取
るべき方針はどのようなものにな
るのか具体的に探ってみたい。
　高齢化が進む局面では，雇用を
希望するシニア層に対して現業継
続型・単純労働型の雇用先を十分
に確保することは非常に困難にな
る。そのため，シニア層の“新た
な雇用先”の確保がとりわけ重要
になり，「職域開発」の必要が生
じることになる。そして，その際
はむやみに雇用先を探すのではな
く，シニア層の特性や要望を踏ま
えつつ，シニア層を活用できる職

域か否かの検討が不可欠となる。
職域の開発にあたっては，「（コア
事業との）親和性」「単純性」「社
会性」の 3つの観点を意識するこ
とで，効果的なシニア活用が図ら
れると考える（図表 3）。
　以下，開発すべき職域を 3パタ
ーンに分けて解説したい。

（1）既存領域の掘り起こし
　まずは，既存領域の掘り起こし
が考えられる。既存領域は「（コ
ア業務との）親和性」が非常に高
く，シニア活用の主要領域だが，
新陳代謝の観点からは原則として
後進に道を譲ることが求められて
いる領域でもある。しかし，なか
にはシニア層の特性を活かすこと
で品質や価値を向上させる領域も
存在しており，当該領域を明確に
切り分けたうえで，シニア層を積
極的に投入することも考えられ

図表3　「シニア活用」成功の3ドライバーを意識した職域開発

成功のドライバー ドライバーの要素 職域開発のパターン

社会性

単純性

開発すべき領域の特徴

（コア業務との）
親和性

自社・自グループの
  コア事業と高い親和
  性を有している

社会とのつながりを
  実感することができ、
  誇りを持てる内容に
  なっている

誰でもすぐに従事で
  きるシンプルな内容
  になっている

既存領域の
掘り起こし

外部委託業務の
内製化

新規領域の
開拓

（既存領域のうち）シニアの特性を活
かすことで品質や価値を向上させる
領域

（制度の仕組みを知っている人材が関
与することで、外注するよりも）全体
として効率化を図ることができる領域

シニアとしての経験を活かすことがで
き、若手の活用が難しい領域



80 人事マネジメント　2015.2
www.busi-pub.com

社会構
造激変

の時代
に挑む

！

社会構
造激変

の時代
に挑む

！

る。
　営業職であれば，カスタマーも
シニア層が増加することから，シ
ニア層としての視点を活かしたサ
ービス開発およびカスタマーサポ
ート等が掘り起こし先の候補にな
るだろう。また，年齢を重ねたこ
とによる思慮分別や落ち着きとい
うシニア層のイメージを利用すれ
ば，カスタマーに対してサービス
の高級感を演出・提供することも
可能ではないだろうか。
　開発・研究職であれば，これま
での経験を活かした既存製品の保
守業務，品質管理業務の切り分け
も可能であり，こうした領域では
仕事の丁寧さ等シニア層としての
特性発揮も期待できる。近年では
こうした領域に加え，長年の開発・
研究経験で培った技術知識を活か
した知財部門へのシフトを戦略的
に行う企業も見られる。
　事務職であれば，いわゆるナレ
ッジマネジメント業務も今後の候
補に挙げられるだろう。具体的に
は，組織の規程管理や組合対応と
いった従来からの経緯に精通して
いることが活かせる業務，業務上
必要なものや社内の知見を活かせ
る業務等がこれに当たる。

（2）外部委託業務の内製化
　外部委託業務の内製化とは，分
かりやすくいえば非正規社員や派
遣社員，請負等に外注して社内か
ら切り離していた業務を再び取り

込むことである。外部委託業務は，
誰にでもすぐに従事できるように
整理されていることが多く，「単
純性」の観点からはシニア活用に
適した業務といえる。
　一方で，外注時には社内で行う
よりも高品質・低コストであるこ
とを求めていたはずであり，再び
内製化を図るとしてもコスト面で
はインセンティブは働きにくく，
単純にシニア層に置き換えるだけ
ならハードルが高いとも考えられ
る。
　しかし，シニア層の雇用が義務
となり，仮に働かない状態でも人
件費が発生してしまうような状況
ならば，トータルコストを下げる
ためにシニア層に外注業務を担当
してもらうという選択肢を検討す
る余地があるだろう。いわゆる単
純労働型と同様のモチベーション
ダウンが発生する恐れも残るが，
給与計算，総務関連業務，伝票処
理等のシンプルな業務であって
も，制度の仕組みを熟知している
人が関与することで全体の効率が
上がることもあり，そうした成果
が目に見えれば担当するシニア層
のモチベーションも上がる可能性
はあるのではないだろうか。

（3）新規領域の開拓
　一般には新規領域は，やりがい
や誇りを持てる仕事であり，「社
会性」の高い領域であるが，本来
は次世代を担う後進が行うべき業

務である。
　その点を考慮すると，シニア層
が担う新規領域の開拓は補完的で
あるべきであり，注目すべき領域
は，地方と海外である。
　特に地方勤務については（地元
採用等特殊な事情を除いて）若手
が進んで希望せず，ローテーショ
ンに悩む人事担当者の方も多いの
ではないだろうか。シニア層のニ
ーズとマッチすれば，セカンドラ
イフ支援の意味からも地元・地域
へのU・Iターンによる異動も可
能であろう。
　また，海外への異動を考える際
も，後進国への指導等を（若手層
が抵抗を示す場合は），シニア層
の経験を活かせる誇りある仕事と
して開拓することも期待できる。
あるいは，現地化した業務を再び
内製化することでトータルコスト
を抑えるという対応も考えられる
だろう。いずれにしても，シニア
層が働きやすい環境や身体を整え
ることは重要となる。

シニア層コミュニティの 
自己完結を狙う方法も

　シニア層活用に向けた職域開発
として 3つのパターンを紹介した
が，このうち「（ 3）新規領域の
開拓」は実施にあたって解決すべ
き課題がある。それはこうした職
域開発が部署別・職種別で行わ
れることが多く，限定された範
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囲での検討になりがちだというこ
とである。こうした状況では仮に
シニア活用の場があってもシニア
層をアサインできない，反対にシ
ニア層が多い部署ではシニア層が
余るといった機会損失が多くなっ
てしまう。
　こうした事態を避けるための打
ち手としては，シニア層をプール
し 1つの組織（または企業）にま
とめてしまうことで，シニア活用
に“自己完結性”を持たせるとい
う方法がある。これはシニア活用
の場を 1つのビジネス体として独
立・完結させ，シニア層コミュニ
ティを形成してしまおうという方
法である。この方法を採ることに
より，新たにシニア層コミュニテ
ィを形成し，従来の正社員コミュ
ニティに対する高齢化の影響を外
部化できる。結果として，新陳代
謝の阻害や人件費の膨張といった
リスクを回避しやすくなるといっ
た効果を生み出せる。また，シニ
ア層コミュニティに収益を要求す
ることもでき，シニア層のモチベ
ーション向上を図ることも可能に
なるだろう。
　シニア層コミュニティへの移行
の準備としては，現状の人材処遇
の仕組みを変更する（シニア層コ
ミュニティへ移行しやすいように
する）必要もあるだろう。 5年後
～ 10年後を見据えた要員・人件
費削減の必要性の検証，シニア活
用を見据えた昇給額・率の見直し

といった人事制度の改定およびキ
ャリアパスの引き直し等を行うこ
とで，シニア層が“自己完結性”
を持つシニア活用の世界にポジテ
ィブに移ることを後押しできるは
ずである（図表 4）。
　上記のような取り組みを通し
て，金額面・意識面双方からシニ
ア活用に向けた各種準備を行った
うえで，（組織または企業という
形を取らないとしても）現状の組
織や地域等の枠組みを超える形で

広くオープンにシニア層のパワー
を共有・活用することが，高齢化
社会におけるシニア活用のブレイ
クスルーになりえると考えられ
る。そうすることで，職域開発も
より広い観点から行われることと
なり（シニア層自らが前向きに自
身が活躍したい，活躍できそうな
職域を探索することになり），シ
ニア層の新たな雇用先が生まれて
くるのではないだろうか。

図表4　シニア活用に向けた検討の方向性：人事制度およびキャリアパス

（まずは・・）
5～ 10年後を見据えた，要員・人件費削減の必要性を検証

（要員・人件費見直しが必要な場合）
人事制度改定のアプローチを複数検討

（要員・人件費見直しが必要な場合）
キャリアパスの再整備とそれを実現する仕組みの構築

・要員構造・構造変化（採用人数・離職率）や人件費の増加／減少度合いを確認
・現行の制度運用を続けた場合，成り行きでどの程度の要員・人件費になるのか
を確認し，経営として成立しそうかを見極め

・社内での処遇が固まり始める40歳代から今後のキャリアを考える機会の提供
・複線型キャリアパスの提供（報酬維持の60歳定年モデルと報酬低めの65歳
雇用モデルの本人選択）

・早期退職制度の充実
・企業間・組織間での再就職先融通の仕組み構築等

・いきなり報酬水準の絶対額の引き下げに取り組む前に，各パラメータ調整の
可能性を模索する
‒ 複数昇給モデルの人数分布変更
‒ 昇給率・額の抑制
‒ 採用人数，昇格率の抑制
‒ 賞与支給率，査定割合，評価基準の改定
‒ 年齢に応じた諸手当の改定
‒ 年齢に応じた給与項目の改定　等

シニアの活用先の検討と並行してシニア層に向けた人材処遇の在り方を見直すことで，
シニア活用への移行をスムーズなものにする


